
貸借対照表  （2022年3月31日現在）
（単位:千円）

金          額 金          額
資産の部 9,066,983 負債の部 4,280,540

7,999,950 3,764,673
1,151,701 1,328,609

55 0
3,996,012 0

1,007 229,262
530 38,059

528,067 211,174
995 1,163,210

13,824 0
68,962 590,000

2,235,752 37,288
3,040 153,396

0 2,959
0 10,713

1,067,032 515,867
<有形固定資産> 63,491 0

51,673 0
0 515,867

11,418
0

399
<無形固定資産> 567,265

125 純資産の部 4,786,442
16,038 360,000

478,037 15,000
73,064 4,411,442

<投資その他の資産> 436,276 90,000
0 3,740,680

1,005 0
402,073 580,762
30,674 579,947
2,419 0
7,176 0

▲ 7,072 0
9,066,983 9,066,983

（注）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。
２．重要な会計方針については別記している。

繰 越 利 益 剰 余 金

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金 自 己 株 式

プログラム等準備金

利 益 準 備 金

未 収 入 金

株式等評価差額

関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
施 設 借 用 保 証 金
差 入 保 証 金 土地再評価差額

別 途 積 立 金

資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

資 本 金

預 り 金

流 動 資 産

車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
リ ー ス 資 産

受 取 手 形
売 掛 金
商 品 ・ 製 品
材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

⾧ 期 未 払 金
退 職 給 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税
製 品 保 証 引 当 金
そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債
リ ー ス 債 務

（うち当期純利益）

リ ー ス 債 務
未 払 金
前 受 金

資   産   の   部 負債および純資産の部
勘  定  科  目 勘  定  科  目

買 掛 金
流 動 負 債

現 金 お よ び 預 金

建 設 仮 勘 定

子 会 社 株 式

未 払 費 用

短 期 借 入 金

預 り 保 証 金

そ の 他 の 投 資

建 物 ・ 構 築 物

建 設 仮 勘 定

施 設 借 用 権 利 金
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア



個別注記表　

＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞
1.　資産の評価基準及び評価方法
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法
その他有価証券
　　市場価格のない株式等以外のもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　市場価格のない株式等…・・・移動平均法による原価法

（２）　デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法を採用している

（３）　棚卸資産の評価基準及び評価方法
製品・材料は先入先出法、仕掛品は個別原価法で行っている(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法による算定)。

2.　固定資産の減価償却の方法
（１）　有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産・・・定額法
（２） 無形固定資産　（リース資産を除く）　

無形固定資産・・・定額法
（３）　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用。

3.　繰延資産
支出時または発生時に全額費用として処理。

4.　引当金
（1）　賞与引当金

賞与引当金は、従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上している。
（2）　退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員等の退職により支給する退職金に充てるため、自己都合による期末要支給額の１００％を計上している。
（3）　製品保証引当金

販売した製品の保証費用支出に備えるため､将来の支出見込額を計上している。
（4）　貸倒引当金

貸倒懸念債権および破産更生債権等については財務内容評価法により計上している。

5.　外貨建金銭債権債務
期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理。

6.　ヘッジ会計
繰延ヘッジ処理を採用している。

7.　その他
消費税及び地方消費税については、税抜き方式による会計処理をおこなっている。
ただし、資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としている。

＜会計方針の変更に関する注記＞
　該当事項はない

＜表示方法の変更に関する注記＞
　該当事項はない

＜誤謬の訂正に関する注記＞
　該当事項はない

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞
1.　当事業年度末における発行済株式の種類および総数

普通株式 720,000 株
2.　剰余金の配当に関する事項
（１）　配当金支払額

（２）　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

1,463,760,000円 2,033円 2021年3月31日 2021年6月22日
2021年6月21日

定時株主総会

配当金の総額 効力発生日基準日1株当たり配当額決議

2022年6月18日2022年3月31日430円309,600,000円
2022年6月17日

定時株主総会

効力発生日基準日1株当たり配当額配当金の総額決議


